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議 案 第 ５８ 号

（総　　　則）

第 １ 条 令 和 ７ 年 度 河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 の 予 算 は 、 次 に 定 め る と こ ろ に よ る 。

（ 業 務 の 予 定 量 ）

第 ２ 条 業 務 の 予 定 量 は 、 次 の と お り と す る 。

⑴

⑵

⑶

⑷

（ 収 益 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ３ 条 収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

千円

千円

１,３５１ 千㎥

㎥

主 要 な 建 設 改 良 事 業

公 共 下 水 道 整 備 事 業 ３０,４００ 千円

第 １ 項 営 業 収 益 １５６,７１６ 千円

第 ２ 項 営 業 外 収 益 ３１３,７７２

令 和 ７ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算

整 備 済 人 口 １３,８３４ 人

年 間 有 収 水 量

収　　　　　　　　　　　入

１ 日 平 均 有 収 水 量 ３,７０２

第 １ 款 下 水 道 事 業 収 益 ４７０,４８８



（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

第 ４ 条

第 ３ 項 予 備 費 １００ 千円

支　　　　　　　　　　　出

第 １ 款 資 本 的 支 出 ２３３,１７７ 千円

第 １ 項 建 設 改 良 費 千円

企 業 債 償 還 金

３６,８５８

１９６,２１９ 千円第 ２ 項

第 １ 項 企 業 債 ９８,５００ 千円

収　　　　　　　　　　　入

第 １ 款 資 本 的 収 入 １１８,６５６ 千円

第 ２ 項 営 業 外 費 用 ３１,４６５ 千円

第 ３ 項 特 別 損 失 ３００ 千円

不 足 す る 額 １ １ ４ ， ５ ２ １ 千 円 は 損 益 勘 定 留 保 資 金 で 補 塡 す る も の と す る 。 ） 。

４７０,４８８ 千円

第 １ 項 営 業 費 用 ４３８,７２３ 千円

第 １ 款

資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る （ 資 本 的 収 入 額 が 資 本 的 支 出 額 に 対 し

第 ３ 項 負 担 金 １０,２８１ 千円

分 担 金 ４８ 千円

支　　　　　　　　　　　出

下 水 道 事 業 費 用

千円

第 ５ 項 補 助 金 ７,７４０ 千円

第 ２ 項

第 ４ 項 他 会 計 出 資 金 ２,０８７



（ 債 務 負 担 行 為 ）

第 ５ 条

（ 企 業 債 ）

第 ６ 条 起 債 の 目 的 、 限 度 額 、 起 債 の 方 法 、 利 率 及 び 償 還 の 方 法 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

年賦又は半年
賦元利均等、
元金均等償
還、満期一括
償還又は当初
の借入額の３％
以上を毎半期
ごとに償還

その他資金区分

40
左記の条件の範囲
内において借入先
に融通条件がある場
合その条件に従うこ
とができる。
ただし、財政の都合
により償還期間を短
縮し、若しくは繰上
償還又は借換えるこ
とができる。

起債の
方法

82,300

9,900

20

期　　　　　間

借入実行日から返済日まで

償還方法

河 南 町 水 洗 便 所 改 造 資 金
融 資 あ っ 旋 に 伴 う 損 失 補 償

普通貸借
（証書借
入）又は
証券発行

政府

地方公共団
体金融機構

その他

償 還 の 方 法

資 本 費 平
準 化 事 業

限　度　額

回 収 不 能 元 金 及 び そ の 延 滞 利 息

債 務 負 担 行 為 を す る こ と が で き る 事 項 、 期 間 及 び 限 度 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

事　　　　　　　項

6,300

計

起債の目的

流域下水道事業

限度額

（千円）
償還期限 据置期間
（年以内） （年以内）

利　　率

（％以内）

              5

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府及び地
方公共団体金融機構資
金について、利率の見直
しを行った後において
は、当該見直し後の利
率）

5

3

540公共下水道事業

98,500



（ 一 時 借 入 金 ）

第 ７ 条

（ 予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 の 流 用 ）

第 ８ 条

⑴

⑵

（ 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば 流 用 す る こ と の で き な い 経 費 ）

第 ９ 条

⑴

（ 他 会 計 か ら の 補 助 金 ）

第 １０ 条 営 業 助 成 の た め の 補 助 金 と し て 、 一 般 会 計 か ら こ の 会 計 へ 補 助 を 受 け る 金 額 は １ ５ ４ ， ４ ０ ２ 千

円 で あ る 。

次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の 金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に 流 用 し 、 又 は そ れ

以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額 に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を 経 な け れ ば な ら な い 。

第３条予算内での各項間の流用

第４条予算内での各項間の流用

一 時 借 入 金 の 限 度 額 は 、 ９ ８ ， ５ ０ ０ 千 円 と 定 め る 。

１ ９ ， ２ ８ ６

河　南　町　長　　　　森　　田　　昌　　吾

千 円

令 和 ７ 年 ３ 月 ４ 日 提 出

職 員 給 与 費

予 定 支 出 の 各 項 の 経 費 の 金 額 を 流 用 す る こ と が で き る 場 合 は 、 次 の と お り と 定 め る 。



予　 算　 に　 関　 す　 る　 説　 明　 書



　 ⒋ 雑 収 益 １ その他雑収益

１５４,４０２ 一般会計補助金

⒊ 長 期 前 受 金 戻 入 １４６,５１９ 減価償却費等に見合う長期前受金の収益化

⒉ 補 助 金 １２,８５０ 社会資本整備総合交付金等

⒉ 営 業 外 収 益 ３１３,７７２

⒈ 他 会 計 補 助 金

⒈ 下 水 道 使 用 料 １５１,３６８ 下水道使用料

⒊ そ の 他 営 業 収 益 ６０ 事務等取扱手数料

⒉ 雨 水 処 理 負 担 金 ５,２８８ 雨水処理負担金

⒈ 下 水 道 事 業 収 益 ４７０,４８８

⒈ 営 業 収 益 １５６,７１６

令 和 ７ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収　　益　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考



固定資産の減価償却費

⒉ 消 費 税 及 地 方 消 費 税 １００ 消費税及地方消費税

⒊ 特 別 損 失 ３００

過年度分の下水道使用料還付等過 年 度 損 益 修 正 損 ３００⒈

企 業 債 取 扱 諸 費

⒉ 営 業 外 費 用 ３１,４６５

⒈ 支 払 利 息 及 び ３１,３６５ 企業債等に対する利息

金に要する費用

流域下水道の維持管理に要する費用

⒎ 資 産 減 耗 費 ６０９ 固定資産の除却費

管 理 費 負 担 金

⒍ 減 価 償 却 費 ２６０,４３１

⒌ 流 域 下 水 道 維 持 ８６,００８

業 務 費 １９,４３０ 下水道使用料等徴収業務に要する費用

⒋ 総 係 費 ２１,１８４ 事業活動の全般に関連する費用並びに料金の調定、集

⒈ 下 水 道 事 業 費 用 ４７０,４８８

⒈ 営 業 費 用 ４３８,７２３

⒈ 管 渠 費 ５０,５９６ 管路の維持管理に要する費用

水洗化普及促進対策に要する費用

⒊

⒉ 普 及 指 導 費 ４６５

支 出 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考



２,０８７

⒈ 国 庫 補 助 金 ７,７４０ 社会資本整備総合交付金

⒈ 受 益 者 負 担 金 １０,２８１ 受益者負担金

⒋ 他 会 計 出 資 金

⒈ 他 会 計 出 資 金 ２,０８７ 一般会計出資金

⒌ 補 助 金 ７,７４０

⒊ 負 担 金 １０,２８１

⒉ 資 本 費 平 準 化 債 資本費平準化債

⒈ 分 担 金 ４８ 下水道分担金

８２,３００

⒉ 分 担 金 ４８

９８,５００

⒈ 建 設 企 業 債 建設改良事業にともなう企業債

収 入 （ 単 位 ： 千 円 ）

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

⒈ 資 本 的 収 入 １１８,６５６

⒈ 企 業 債

１６,２００

資　　本　　的　　収　　入　　及　　び　　支　　出



流 域 下 水 道 建 設 費

１９６,２１９⒉ 企 業 債 償 還 金

⒈ 企 業 債 償 還 金 １９６,２１９

⒈ 建 設 改 良 費 ３６,８５８

⒈ 予 備 費 １００ 予備費

⒈

企業債元金の償還金

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

６,４５８ 流域下水道の建設改良にともなう負担金

⒈ 資 本 的 支 出 ２３３,１７７

⒊ 予 備 費 １００

公共下水道整備事業費 ３０,４００ 施設等の改良に要する費用

⒉

支 出 （ 単 位 ： 千 円 ）



建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 ９８,５００
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ １９６,２１９
他会計からの出資による収入 ２,０８７

資金期末残高 ３２,８４７

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ９５,６３２

資金増加額 △
資金期首残高 ６２,２５７

２９,４１０

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １９,０８７
他会計負担金等による収入 ９,３９０

有形固定資産の取得による支出 △ ２９,６４３

国庫補助金等による収入 ７,０３７
無形固定資産の取得による支出 △ ５,８７１

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

利息の支払額 △ ３１,３６５
業務活動によるキャッシュ・フロー ８５,３０９

小　計 １１６,６７４

未収金の増減額（△は増加） ２０,００２
未払金の増減額（△は減少） △ ４８,９０７

支払利息及び企業債取扱諸費 ３１,３６５
長期前受金戻入額 △ １４６,５１９

賞与引当金の増減額（△は減少） △ ４９１
法定福利費引当金の増減額（△は減少） △ １０

退職給付引当金の増減額（△は減少） ４６４

固定資産除却費 ６０９
貸倒引当金の増減額（△は減少） △ １

当期純利益又は当期純損失（△） △ ２６９
減価償却費 ２６０,４３１

令 和 ７ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 7 年 4 月 1 日 か ら 令 和 ８ 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）
1 業務活動によるキャッシュ・フロー



3,345 0 3,378 6,723

令 和 ７ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

⒈ 総 括

区　　　　　　　分
職 員 数 （ 人 ） 給　　　　　与　　　　　費　　（　千　円　） 法定福利費 合　　計

特 別 職 一 般 職 （ 千 円 ）報  酬 給  料 賃  金 手  当 計 （ 千 円 ）

3.0 0 9,424 0 6,974 16,398

1,173 7,896

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 2.0 0 6,079 0 3,596 9,675 1,715 11,390

本 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1.0 0

2,888 19,286

前 損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 1.0 0 3,105

11,308 2,180 13,488

0 3,463 6,568 952 7,520

年 資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 2.0 0

度 合             計 0

度 合             計 0 3.0 0 9,694

6,589 0 4,719

240 0 △ 85 155 221 376

0 8,182 17,876 3,132 21,008

△ 1,123 △ 1,633 △ 465 △ 2,098

合             計 0 0 0 △ 270 0

資 本 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0 △ 510 0

△ 1,208 △ 1,478 △ 244 △ 1,722

（ 単 位 ： 千 円 ）

手当の内訳

区     分 扶養手当 地域手当 管理職手当

比
　
較

損 益 勘 定 支 弁 職 員 0 0 0

退職給付費

本 年 度 397 890 0 0 172 0 3,895 1,156

住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　　　当

△ 686 96

期末勤勉
手       当

時間外勤務
手          当

児童手当

0 464

前 年 度 662 623 0 0 233 0 4,581 1,060 600 423

比     較 △ 265 267 0 0 △ 61 0 △ 600 41



給与改定に （令和６年度当初予算の「現員」に係る 給与改定状況
伴う増減分 給料の改定率　

分）×給料改定率 実施時期 令和６年４月

　実施時期 令和７年４月

その他 １７３千円

2. その他の増 △１，８５６千円 新陳代謝等に係る増減分
減分 △２，０２９千円

４．５月→４．６月
　地域手当 ６％→１０%
　扶養手当

扶養手当 ３千円
配偶者△３．５千円/月、子+１．５千円/月

２４８千円 給与改定の状況
伴う増減分 地域手当 ３５６千円 　期末勤勉手当

手　　　　当 △１，２４９千円 1. 制度改定に ６０７千円 期末勤勉手当

比　 較 １ 人 △１ 人 ０ 人
前年度 １ 人 ２ 人 ３ 人

計
増減分 する職員数

２５７千円 本年度 ２ 人 １ 人 ３ 人

減分 △１，００９千円
(2) その他調整額等に係る 現に在職 その他

3. その他の増 △７５２千円 (1) 新陳代謝等に伴う増減分 職員の異動状況

平均昇給率
増減分 １ ． ５ ０ ％

備　　　　　　　　　　　　　考

給　　　　料 △２７０千円 1. ３８３千円
給料計上額－退職した者に係る計上 ６．２１％

⒉ 給 料 及 び 手 当 の 増 減 額 の 明 細

区　　　　分 増　減　額 増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　　　　明

2. 昇給に伴う ９９千円 昇給間差額×１２月



令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在

※　構成比は小数点第２位以下四捨五入しているため、合計が１００％にならない。

１ 級 ０
２ 級 ０
３ 級 ２ ６６．７

計 ３ １００．０

４ 級 １ ３３．３
５ 級 ０
６ 級 ０
７ 級 ０

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在

１ 級 １
２ 級 ０
３ 級 ２ ６６．７
４ 級

７ 級 ０
計 ３ １００．０

０
５ 級 ０
６ 級 ０

区　　　　　　　分
一　　般　　行　　政　　職

級 職 員 数 （ 人 ） 構 成 比 （ ％ ）

平 均 年 齢 ３１歳４月

令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 現 在
平 均 給 料 月 額 ２７４，９３３円
平 均 給 与 月 額 ３１７，１００円
平 均 年 齢 ３５歳１月

令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在
平 均 給 料 月 額 ２６０，９００円

３３．３

２０１，０００円
２２５，６００円

⒊ 給 料 及 び 手 当 の 状 況

⑴ 職 員 １ 人 当 た り 給 与 ⑵ 初 任 給

平 均 給 与 月 額 ３０１，４２８円 高   校   卒

区　　　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職 区　　分

大   学   卒

一 般 行 政 職
一 般 会 計 の 制 度
一 般 行 政 職

２２５，６００円
２０１，０００円

　　　　※再任用（短）職員含む。

⑶ 級 別 職 員 数



（ 支 給 率 等 ）

・定年前早期退職

一般会計の制度
同 同 同 同 同

支 給 率 等 ２ ４ ． ５ ８ ６ ８ ７ ５ ３ ３ ． ２ ７ ０ ７ ５ ４ ７ ． ７ ０ ９ ４ ７ ． ７ ０ ９
・退職手当の調整額

備 考
（ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） （ 月 分 ） 加算措置等

区 分
２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度 そ の 他 の

⑸ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

本 年 度 ２ ．３ ０ ０ ２ ．３ ０ ０ ４ ．６ ０ ０ 有

前 年 度 ２ ．２ ５ ０ ２ ．２ ５ ０ ４ ．５ ０ ０ 有

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計

職制上の段階、職務の級等による加算措置
６ 月 （ 月 分 ） １ ２ 月 （ 月 分 ） （ 月 分 ）

一般会計の制度 ２ ．３ ０ ０ ２ ．３ ０ ０ ４ ．６ ０ ０ 有

一 般 行 政 職 定型的な業
務を行う職
務

高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行う
職務

主任、主査
又はこれに
相当する職
務

係長、副主
幹又はこれ
に相当する
職務

課長補佐、
主幹又はこ
れに相当す
る職務

課長、副理
事又はこれ
に相当する
職務

部長、理事
又はこれに
相当する職
務

⑷ 期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

（級別の基準的な職務内容）

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ６ 級 ７ 級



住　　居　　手　　当 同 無

通　　勤　　手　　当 異 上限額（町５５千円、国１５０千円）

区　　　　　　　　　分 一 般 会 計 と の 制 度 の 異 同 差 異 の 内 容

扶　　養　　手　　当 同 無

支 給 対 象 職 員 の 比 率 （ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 現 在 ） ０ ％

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 無

⑻ そ の 他 の 手 当

※再任用（短）職員含む。

⑺ 特 殊 勤 務 手 当

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　分 全 職 種

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ０ ％

支 給 率 １０ ％

支 給 対 象 職 員 数 ３ 人

一 般 会 計 の 指 定 基 準 に 基 づ く 支 給 率 １０ ％

⑹ 地 域 手 当

支 給 対 象 地 域 全 地 域



営 業 収 益
河南町水洗便所改造資
金融資あっ旋に伴う損
失補償

回収不能元金及
びその延滞利息

借入実行日から
返済日まで

回収不能元金及
びその延滞利息

― ―

令 和 ７ 年 度   河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（ 単 位 ： 千 円 ）

事　　　　　項 限 　度 　額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

当 該 年 度 以 降 の 支 払
義 務 発 生 予 定 額

左の財源内訳
期　　　間 金　　　額 期　　　間 金　　　額



1. 営　業　収　益
（１） １３８,４２５
（２） ４,２８８
（３） １０２ １４２,８１５

2. 営　業　費　用
（１） ３０,８２４
（２） ４５
（３） １７,３２０
（４） １７,４５６
（５） ７３,９７３
（６） ２６１,４７１
（７） ０ ４０１,０８９

営　業　損　失

3. 営　業　外　収　益
（１） １３３,８９３
（２） １０,４０７
（３） １４７,０６６
（４） ３ ２９１,３６９

4. 営　業　外　費　用
（１） ３１,４１３
（２） １,６４０ ３３,０５３

経　常　利　益

5. 特　別　損　失
（１） ４２ ４２ △

当年度純損失 △
前年度繰越利益剰余金
当年度未処分利益剰余金 ２,２８５

過 年 度 損 益 修 正 損 ４２

普 及 指 導 費
業 務 費

減 価 償 却 費

総 係 費
流域下水道維持管理費負担金

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出 ２５８,３１６

令 和 ６ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 損 益 計 算 書
（ 令 和 6 年 4 月 1 日 か ら 令 和 7 年 3 月 3 1 日 ま で ）

（ 単 位 ： 千 円 ）

下 水 道 使 用 料
雨 水 処 理 負 担 金
そ の 他 営 業 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

管 渠 費

雑 収 益

０
２,２８５

４２

補 助 金

資 産 減 耗 費

他 会 計 補 助 金

２５８,２７４



1.
（１）

イ ８,０６７,０２２
△ １,４４４,３８３ ６,６２２,６３９

ロ ２２２,４３８
△ １０５,７８４ １１６,６５４

６,７３９,２９３
（２）

イ ２２１,７８６
ロ ２６

２２１,８１２
６,９６１,１０５

2.
（１） ６２,２５７
（２） ３２,２１６

△ ４８７ ３１,７２９
９３,９８６

７,０５５,０９１

3.
（１）

イ ２,５３８,８２１

（２）
イ ４,３５９

４,３５９
２,５４３,１８０固 定 負 債 合 計

充 て る た め の 企 業 債
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金
引 当 金 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に

未 収 金
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

令 和 ６ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 令 和 7 年  3 月  3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

（ 単 位 ： 千 円 ）
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額

流 動 資 産
現 金 預 金



4.
（１）

イ １９６,２１９

（２） ８１,８０１
（３）

イ １,４７７
ロ ２８８

１,７６５
（４） ８１

２７９,８６６
5.

（１） ４,７４３,４４６
△ ９５５,９０５

３,７８７,５４１
６,６１０,５８７

6.
（１） １９７,０７６
（２） ２４５,１１７

４４２,１９３ ４４２,１９３
7.

（１）
イ ２６

２６
（２）

イ ２,２８５
２,２８５

２,３１１
４４４,５０４

７,０５５,０９１

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金
他 会 計 補 助 金

繰 入 資 本 金
資 本 金 合 計

剰 余 金

繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

収 益 化 累 計 額

そ の 他 流 動 負 債
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金

未 払 金
引 当 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

固 有 資 本 金



重要な会計方針に係る事項
地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

構築物
機械及び装置

無形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

施設利用権
リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「下水道企業職員の退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年

度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額
は１，４１４千円である。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

⑵
①

②

③

⑶
①

④

７ ～ １５ 年
②

４５ 年
③

５０ 年

令　和　６　年　度　注　記　表

1

⑴
①



予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は１，６６８，３７５千円である。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
その他の注記

貸倒引当金の取り崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金７千円を使用する。

賞与引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，４１５千円を使用する。

法定福利費引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、法定福利費引当金２７３
千円を使用する。

3

①
⑶

①

①
4

⑴
①

⑵

2
⑴

⑴

①



1.
（１）

イ ８,０９６,６６４
△ １,６７３,８４９ ６,４２２,８１５

ロ ２２１,８２９
△ １２２,４２３ ９９,４０６

６,５２２,２２１
（２）

イ ２１３,３３１
ロ ２６

２１３,３５７
６,７３５,５７８

2.
（１） ３２,８４７
（２） １２,２１５

△ ４８７ １１,７２８
４４,５７５

６,７８０,１５３

3.
（１）

イ ２,４４５,３９５

（２）
イ ４,８２３

４,８２３
２,４５０,２１８

充 て る た め の 企 業 債
引 当 金

退 職 給 付 引 当 金
引 当 金 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

負　　　　　債　　　　　の　　　　　部

固 定 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金
貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産
施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

令 和 ７ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 定 貸 借 対 照 表
（ 令 和 8 年  3 月 3 1 日 ）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

（ 単 位 ： 千 円 ）
固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額



4.
（１）

イ １９１,９２６

（２） ３２,８９４
（３）

イ ９８６
ロ ２７８

１,２６４
（４） ８２

２２６,１６６
5.

（１） ４,７５９,８７２
△ １,１０２,４２４

３,６５７,４４８
６,３３３,８３２

6.
（１） １９７,０７６
（２） ２４７,２０４

４４４,２８０ ４４４,２８０
7.

（１）
イ ２６

２６
（２）

イ ２,０１５
２,０１５

２,０４１
４４６,３２１

６,７８０,１５３

資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計

他 会 計 補 助 金
資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 金 合 計
剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 債 合 計

資　　　　　本　　　　　の　　　　　部

資 本 金

繰 入 資 本 金
固 有 資 本 金

繰 延 収 益 合 計
収 益 化 累 計 額

流 動 負 債 合 計
繰 延 収 益

長 期 前 受 金

引 当 金
賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計
そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債
企 業 債

建設改良費等の財源に
充 て る た め の 企 業 債

未 払 金



重要な会計方針に係る事項
地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

構築物
機械及び装置

無形固定資産（リース資産を除く。）
・ 減価償却の方法

定額法
・ 主な耐用年数

施設利用権
リース資産
・ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。
引当金の計上方法

貸倒引当金
・ 債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。
退職給付引当金
・ 職員の退職手当の支給に備えるため、「下水道企業職員の退職給付金の負担に関する協定書」に基づき、当年

度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。なお、一般会計が負担すると見込まれる額
は２，１０４千円である。

賞与引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に

属する額を計上している。
法定福利費引当金
・ 職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づ

き、当年度の負担に属する額を計上している。
消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。①
⑶

５０ 年

③

７ ～ １５ 年
②

⑵
①

②

③

④

令　和　７　年　度　注　記　表

1

⑴

４５ 年

①



予定貸借対照表等関連
企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、
他会計が負担すると見込まれる額は１，６０８，７６７千円である。

リース契約により使用する固定資産
リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
その他の注記

貸倒引当金の取り崩し
当年度において、不納欠損処理に充当するため、貸倒引当金２千円を使用する。

賞与引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当として支給するため、賞与引当金１，４７７千円を使用する。

法定福利費引当金の取り崩し
当年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として支出するため、法定福利費引当金２８８
千円を使用する。

⑵
①

⑶
①

3
⑴

①

⑴
①

4

2
⑴

①



予　 算　 参　 考　 資　 料



予　定　額
（千円）

1．下水道事業収益 ４７０,４８８

1．営 業 収 益 １５６,７１６

1．下 水 道 使 用 料 １５１,３６８

下 水 道 使 用 料 １５１,３６８

2．雨水処理負担金 ５,２８８

雨水処理負担金 ５,２８８

3．そ の 他 営 業 収 益 ６０

手 数 料 ６０

2．営 業 外 収 益 ３１３,７７２

1．他 会 計 補 助 金 １５４,４０２

一般会計補助金 １５４,４０２

2．補 助 金 １２,８５０

補 助 金 １２,８５０

3．長期前受金戻入 １４６,５１９

国 庫 補 助 金 ４１,９５６

府 補 助 金 ２,４６４

受贈財産評価額 ６５,０６９

他 会 計 補 助 金 ２６,５２１

工 事 負 担 金 １０,５０９

4．雑 収 益 １

そ の 他 雑 収 益 １ その他雑収益 １,０００ 円

受贈財産評価額 ６５,０６９,０００ 円

国庫補助金 ４１,９５６,０００ 円

府補助金 ２,４６４,０００ 円

他会計補助金 ２６,５２１,０００ 円

工事負担金 １０,５０９,０００ 円

円

雨水処理負担金 ５,２８８,０００ 円

一般会計補助金 １５４,４０２,０００

１５１,３６８,０００ 円下水道使用料

社会資本整備総合交付金等 １２,８５０,０００ 円

令 和 ７ 年 度    河 南 町 下 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

収　　益　　的　　収　　入

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

事務等取扱手数料 ６０,０００ 円



予　定　額
（千円）

1．下水道事業費用 ４７０,４８８

1．営 業 費 用 ４３８,７２３

1．管 渠 費 ５０,５９６

備 消 品 費 １２８

燃 料 費 １９

光 熱 水 費 １,５００

通 信 運 搬 費 ３５４

委 託 料 １８,１０３

賃 借 料 ９５

修 繕 費 ２７,５００

材 料 費 ２５０

研 修 費 ３８

下水道台帳システム保守 ２４２,０００ 円

　　　計 ２７,５００,０００ 円

補修用原材料 ２５０,０００

施設等修理 ３,０００,０００ 円

円

研修費 ３８,０００ 円

管渠等補修 １,０００,０００ 円

マンホール蓋取替工事 ２３,５００,０００ 円

　　　計 １８,１０３,０００ 円

機械器具 ９５,０００ 円

施設管理 ７,４１２,０００ 円

水質検査 ４５４,０００ 円

　　　計 ３５４,０００ 円

積算システム機器保守 ３３０,０００ 円

電話料 ２０１,０００ 円

回線利用料 １５３,０００ 円

公用車ガソリン １９,０００ 円

電気料 １,５００,０００ 円

事務用品等 １２８,０００ 円

収　　益　　的　　支　　出

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

雨天時浸入水対策計画策定業務委託 ９,６６５,０００ 円



予　定　額
（千円）

負 担 金 ２,６０９

南河内4市町村下水道事務広域化事業負担金

2．普 及 指 導 費 ４６５

備 消 品 費 ５０

補 償 金 ４００

負 担 金 １５

3．業 務 費 １９,４３０

報 償 費 ７２０

印 刷 製 本 費 ５５

通 信 運 搬 費 ２９

委 託 料 １８,６２６

4．総 係 費 ２１,１８４

給 料 ３,３４５

職 員 手 当 等 １,９２８

賞与引当金繰入額 ９８６

　　　計 １,９２８,０００ 円

賞与引当金 ９８６,０００

時間外勤務手当 ５７９,０００ 円

円

期末手当 ５３４,０００ 円

勤勉手当 ４８０,０００ 円

円

使用料徴収事務 １８,６２６,０００ 円

職員　１．０人 ３,３４５,０００ 円

地域手当 ３３５,０００

納付書等印刷 ５５,０００ 円

郵便料 ２９,０００ 円

５０,０００ 円

損失補償金 ４００,０００ 円

受益者負担金納期前納 ７２０,０００ 円

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

積算システム負担金 ２３４,０００ 円

２,３７５,０００ 円

　　　計 ２,６０９,０００ 円

水洗便所改造助成 １５,０００ 円

下水道PR用



予　定　額
（千円）

退 職 給 付 費 ４６４

法 定 福 利 費 ８９５

法 定 福 利 費 ２７８

引 当 金 繰 入 額

旅 費 ９０

備 消 品 費 ６１

燃 料 費 １３

委 託 料 ９,４９２

河南町流域関連公共下水道に係る全体計画変更

手 数 料 ２２

賃 借 料 ３,２１６

負 担 金 ２８１

８,４７３,０００ 円

３９６,０００ 円

下水道受益者負担金システム賃貸料 １,６２４,０００ 円

円

下水道受益者負担金システム保守委託料

法定福利費引当金

　　　計 ９,４９２,０００

１３,０００ 円

円

５２,０００ 円

　　　計 ６１,０００

公用車ガソリン

円

円　　　計 ２８１,０００

庁舎維持負担金 ２２１,０００ 円

電子計算器使用負担金 ６０,０００ 円

２３７,０００ 円

事務用品等 ９,０００ 円

図書

口座振込手数料

　　　計 ３,２１６,０００ 円

公営企業会計システム利用料 １,３５５,０００ 円

公営企業会計事務支援等 ６２３,０００

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

９０,０００ 円

普通旅費 ４３,０００ 円

特別旅費 ４７,０００ 円

　　　計

４６４,０００ 円

共済組合負担金 ８９５,０００ 円

２７８,０００ 円

退職給付引当金

２２,０００ 円

公用車借上料



予　定　額
（千円）

会 費 負 担 金 ９７

保 険 料 １５

貸倒引当金繰入額 １

5．流 域 下 水 道 維 持 ８６,００８

管 理 費 負 担 金 負 担 金 ８６,００８ 大和川下流流域下水道維持管理等負担金

6. 減 価 償 却 費 ２６０,４３１

有 形 固 定 資 産 ２４６,１０５

減 価 償 却 費

無 形 固 定 資 産 １４,３２６

減 価 償 却 費

7. 資 産 減 耗 費 ６０９

固定資産除却費 ６０９

2. 営 業 外 費 用 ３１,４６５

1. 支 払 利 息 及 び ３１,３６５

企 業 債 取 扱 諸 費 企 業 債 利 息 ３１,３０６

借 入 金 利 息 ５９

無形固定資産減価償却費

　　　計 ９７,０００ 円

構築物

８６,００８,０００

公用車任意保険

１４,３２６,０００ 円

機械及び装置 １４,２１８,０００ 円

　　　計 ２４６,１０５,０００ 円

２３１,８８７,０００ 円

円

３１,３０６,０００ 円

円

現債額に対する利息

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

貸倒引当金繰入額 １,０００ 円

大阪府下水道協会会費 ７,０００

日本下水道協会会費 ８０,０００ 円

１５,０００ 円

円

大阪府下水道事業促進協議会会費 １０,０００ 円

固定資産除却費 ６０９,０００ 円

一時借入金に対する利息 ５９,０００



予　定　額
（千円）

2. 消 費 税 及 １００

地 方 消 費 税 消 費 税 及 １００

地 方 消 費 税

3. 特 別 損 失 ３００

1. 過年度損益修正損 ３００

過年度損益修正損 ３００

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

過年度下水道料金の還付等 ３００,０００ 円

消費税及地方消費税 １００,０００ 円



予　定　額
（千円）

1．資 本 的 収 入 １１８,６５６

1．企 業 債 ９８,５００

1．建 設 企 業 債 １６,２００

流域下水道事業債 ６,３００

公共下水道事業債 ９,９００

2．資本費平準化債 ８２,３００

資本費平準化債 ８２,３００

2．分 担 金 ４８

1．分 担 金 ４８

下 水 道 分 担 金 ４８

3．負 担 金 １０,２８１

1．受 益 者 負 担 金 １０,２８１

受 益 者 負 担 金 １０,２８１

4．他 会 計 出 資 金 ２,０８７

1．他 会 計 出 資 金 ２,０８７

一般会計出資金 ２,０８７

5．補 助 金 ７,７４０

1．国 庫 補 助 金 ７,７４０

国 庫 補 助 金 ７,７４０ ７,７４０,０００ 円

２,０８７,０００ 円

円

社会資本整備総合交付金

下水道分担金

受益者負担金 １０,２８１,０００ 円

一般会計出資金

４８,０００

６,３００,０００ 円

公共下水道整備事業債 ９,９００,０００ 円

資　　本　　的　　収　　入

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

資本費平準化債 ８２,３００,０００ 円

大和川下流流域下水道事業債



予　定　額
（千円）

1．資 本 的 支 出 ２３３,１７７

1．建 設 改 良 費 ３６,８５８

1．公 共 下 水 道 ３０,４００

整 備 事 業 費 給 料 ６,０７９

職 員 手 当 等 ３,５９６

法 定 福 利 費 １,７１５

旅 費 ４０

備 消 品 費 １７２

燃 料 費 ７０

印 刷 製 本 費 ３０

通 信 運 搬 費 ２７

勤勉手当 ９１５,０００ 円

　　　計 １７２,０００ 円

事務用品等 ９１,０００ 円

普通旅費

３,５９６,０００ 円

共済組合負担金 １,７１５,０００ 円

４０,０００ 円

　　　計

７０,０００ 円

文具及び消耗器材 ８１,０００ 円

図面等焼付 ３０,０００ 円

郵便料 ２７,０００ 円

公用車ガソリン等

通勤手当 １７２,０００ 円

時間外勤務手当 ５７７,０００

扶養手当 ３９７,０００ 円

円

地域手当 ５５５,０００ 円

職員　２．０人 ６,０７９,０００ 円

期末手当 ９８０,０００ 円

資　　本　　的　　支　　出

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明



予　定　額
（千円）

補 償 費 ９,８５１

工 事 請 負 費 ８,８２０

2．流 域 下 水 道 ６,４５８

建 設 費 負 担 金 ６,４５８

2．企 業 債 償 還 金 １９６,２１９

1．企 業 債 償 還 金 １９６,２１９

企 業 債 償 還 金 １９６,２１９

3．予 備 費 １００

1．予 備 費 １００

予 備 費 １００ 予備費 １００,０００ 円

施設改良工事 ８,８２０,０００ 円

現債額に対する償還元金 １９６,２１９,０００ 円

大和川下流流域下水道負担金 ６,４５８,０００ 円

款 項 目 節 説　　　　　　　　　　　　　　　　　明

支障物件移転補償費 ９,８５１,０００ 円




